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審議会等の会議結果報告 

 

・ 議事の内容   下記のとおり 

 

事務局； 

 

 おはようございます。定刻になりましたので、ただ今から平

成２７年度第５回津市農業共済損害評価会を開会いたします。 

 開会に先立ちまして、農業共済室長 板谷より御挨拶を申し

上げます。 

板谷室長； 皆さまおはようございます。農業共済室長の板谷でございま

す。 

１ 会議名  平成２７年度第５回津市農業共済損害評価会 

２ 開催日時 平成２８年１月２９日(金)午前９時３０分から午前１１時０５分まで 

３ 開催場所 津市美里社会福祉センター ホール 

４  出席した者  

の氏名 

（損害評価会委員） 

宮本政春会長、井上重徳、木下榮雄、伊藤敏一、林雅則、後

藤修一、辻信夫、池村道明、岡田増和、堀健次、佐脇正敏、

稲垣清治、清水英治、樋廻俊和、太田憲昭、小粥文夫、増地

和久、杉谷正美、若林由行、野田喜男、伊藤一夫、服部勝、

森川一正、福西吉千、奥谷正義、藤田清志、岡田裕之、山中

重範、小林庄一、小林希久、富田眞司、天花寺公一、池田昌

司、岩高敏一、西川明一、山中啓生、西口一美、大倉勝秀、

鈴木庄治、阿保良夫、轟万明、盛岡正則、野田清太、小瀬古

安、印南昌彦、後藤榮 

 

（事務局） 

室長 板谷敦郎、担当主幹 日比孝明、担当副主幹 植谷三

保、主査 千原正大、主事補 勝谷彩加 

５ 内容 （１） 平成２７年産畑作物共済（大豆；一筆方式）に係る当

初評価高について 

（２） 津市農業共済家畜共済掛金率について 

（３） 津市農業共済畑作物共済掛金率について 

（４） 農業共済事業に係る１県１組合化について 

（５） その他 

６  公開又は非

公開 
公開 

７ 傍聴者の数 ０人 

８ 担当 農林水産部農業共済室 農業共済担当 

電話番号 ０５９－２７９－８２１０ 

E-mail    279-8210@city.tsu.lg.jp 
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委員の皆さまには、御多忙の中、またお寒い中、平成２７年

度第５回の損害評価会に御出席をいただき、誠にありがとうご

ざいます。 

さて本日は、３つの案件につきまして御審議等をお願いする

ものでございます。 

１つ目は、平成２７年産畑作物共済の大豆一筆方式に係る当

初評価高についての審議をお願いするものでございます。 

 ２つ目は、平成２８年度から実施させていただきます家畜共

済に係る危険段階別の共済掛金率等の審議をお願いするもので

ございます。 

３つ目は、平成２８年産から初めて実施する畑作物共済に係

る危険段階別の共済掛金率の審議をお願いするものでございま

す。 

この３つの審議を終えた後、その他の項においては、農業共

済事業に係る１県１組合化について、現時点の状況を報告させ

ていただきます。 

 審議事項の内容については、後ほど担当より御説明申し上げ

ますので、よろしく御審議賜りますようお願い申し上げます。 

 簡単ではありますが、冒頭の挨拶とさせていただきます。 

事務局； 

 

それでは、会議を開催いたします前に、損害評価会委員に

異動がございました。津（櫛形）地域で、林照夫様の後任と

して岡田増和様が御就任いただきましたので、御報告申し上

げます。事項書の２枚目に津市農業共済損害評価会委員名簿

を添付させていただきました。 

本日の会議の出席者は、５２名中、４６名で過半数を上回

っておりますことから、本会議が成立していることを御報告

申し上げます。 

なお、損害評価会の議事内容は議事録を作成し、津市情報

公開条例に基づき津市のホームページにおいて公開いたし

ますので御了承をいただきたいと思います。 

それでは、津市農業共済条例第１６５条第３項の規定によ

り、これより会議の進行を宮本会長にお願いしたいと思いま
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す。よろしくお願いいたします。 

宮本会長； 皆さま、おはようございます。 

本日は、御多忙の中、早朝よりお集まりいただきましてあり

がとうございます。 

年が明けてからも暖冬傾向が続いておりましたが、先週末か

らの強い寒波により、厳しい寒さが続いています。皆さまにお

かれましては体調の管理には十分、気をつけていただきますよ

うお願いします。 

 さて、本日は、市長より諮問を受けております平成２７年産

畑作物共済（大豆：一筆方式）の当初評価高について、家畜共

済掛金率の設定及び畑作物共済（大豆）の共済掛金率の設定に

つきまして、皆さまに御審議いただくものでございます。 

 また、その他事項では、国が進めている農業共済事業に係る

１県１組合化への取り組みについて、三重県内の状況を事務局

より説明がございます。 

各事項の詳細については、事務局から説明がございますので、

会議がスムーズに運びますよう、皆さまの御協力をお願いしま

して、簡単ですが挨拶とさせていただきます。 

それでは、会議を始めます。まず初めに、本日の損害評価

会の議事録署名人を指名させていただきます。安濃地区の野

田喜男様、一志地区の西口一美様、御両名の方、よろしくお

願いします。 

宮本会長；  それでは、事項書の２、議事でございます。 

平成２７年産畑作物共済（大豆：一筆方式）当初評価高に

ついて、津市長より諮問を受けておりますことから、これに

ついて御審議をいただきたいと思います。 

諮問の内容について、事務局の説明を求めます。 

事務局； 

 

 畑作物共済担当の千原です。よろしくお願いします。  

 まず、資料の確認をさせていただきます。  

 Ａ３の紙がある事項書、会議資料の資料１、資料２、最後に

カラーの１県１組合化のチラシの計４部からなります。よろし
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いでしょうか。 

それでは、畑作物共済、大豆に係る一筆方式における当初評

価高の説明をします。よろしくお願いします。  

 資料１、１ページを御覧ください。 

 平成２７年産畑作物共済大豆一筆方式津市管内の概況及び評

価高を説明します。 

 まず引受につきましては、津、芸濃、安濃、美里、白山、一

志の６地域において作付けがあり、畑作物共済全体の加入農家

数は３９人で内訳は一筆３人、全相殺３６人です。引受面積は

約５８０ha です。詳細は地域別、方式別  引受集計表の５ペー

ジを御参照ください。こちらに地域別の引受状況を載せさせて

いただきました。 

 １ページに戻っていただきまして、品種につきましてはフク

ユタカ、タマホマレ、美里在来の３品種で、管内のほとんどが

フクユタカを作付けしています。  

 播種作業につきましては、７月上旬から８月下旬まで行われ

ました。 

 ８月上旬の台風１１号等の影響により、耕地状況が悪く、播

種作業の遅れが目立ちました。  

地域によっては、浸水などの被害が多発しました。また、大

雨により、畦間浸水による根腐れが散見され、発芽などに大き

な影響を及ぼしました。その後、８月は日照不足、９月上旬頃

までは時折の大雨や長雨が続き、津市管内だけでなく、県下全

域で生育が悪い状況となりました。  

９月下旬頃まで、断続的に雨天が多く、耕地の冠水、倒伏の

被害が多発し、ほ場が乾燥しない日が多く、開花期での被害で

あったことから、莢の実入りが悪いほ場が多発しました。  

 中山間部においては、シカ・シシによる獣害が多発。地域に

よっては発芽後、または生育初期の食害により、皆無となった

耕地もありました。 

続いて収穫については、作業は１１月中旬から行われました。

１２月上旬に本格化し、年内にほぼ収穫終了しました。また、
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実入りはあるものの、背丈が低いことから収穫ができない耕地

が多く、まだ、収穫量が確定していないため、収量が少ないの

ではと懸念しているところです。  

損害評価につきましては９月中旬から下旬にかけて、発芽不

能耕地及び台風等による被害耕地の見回り、１１月中旬には作

柄状況及び損害評価の見回りを実施しました。例年になく、度

重なる台風や時折の大雨による影響で、生育は悪い状況です。  

今回は、耕地一筆ごとに評価をする一筆方式の評価高となり

ます。被害の主な要因としましては、平野部では台風の影響に

よる風水害、中山間部では獣害となっています。  

 また、除草管理や獣害対策において、肥培管理不足による分

割評価がありました。 

農業災害補償法 畑作物共済損害評価要綱、こちらは農林水

産省が決めておるものでございます。 

そちらに基づき現地評価の結果を整理し、共済金支払対象耕

地及び耕地ごとの共済減収量を認定するために、１被害面積、

２発芽不能等の耕地の収量、３共済減収量、４分割減収量、５

分割後共済減収量、６共済金支払見込額に係る資料を作成し、

この評価会へ提出となっています。 

その結果、引受農家数３人に対し、共済金支払対象は３人全

員となっております。 

引受面積 １，８７８．２ａに対し、３割超過被害面積７８９．

２a、引受収量７，７９０㎏に対し、共済減収量は２，０２８㎏

となります。しかし、肥培管理が不十分で分割評価の対象とな

った耕地の収量を減収量から除外すると、分割後の共済減収量

は１，６８０㎏となり、被害農家に対する共済金支払額は１９

１，５２０円を見込んでいます。  

被害率につきましては、２１．６％となる見込みです。  

 本評価会で承認後の、三重県農業共済組合連合会での評価会、

またその後、農林水産省の認可、経営所得安定対策制度におい

て、金額修正等が生じた場合、変更となりますので、見込みと

して表記しているところです。  
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 続いて、３ページ、平成２７年産畑作物共済大豆一筆方式損

害評価の取りまとめを御覧ください。 

 １番目は引受ということで、どのように引き受けたかを載せ

させていただいております。面積として１８７８．２ａ、掛金

として４６，９１５円となり、実際農家さんに負担いただいた

のは２４，３７８円となりました。  

 続きまして損害評価の実施状況は、全筆調査こちらは市で行

った評価で、耕地確認を行った後に発芽不能、一般評価の順で、

連合会調査は県連合会と合同で行った評価です。  

 続きまして３番の共済金の算出はこの表のとおりです。被害

農家数は３人、被害面積としまして７８９．２ａ、共済金支払

見込は１９１，５２０円、被害率としましては２１．６％、約

２割の被害が出たかなと思います。 

次に４ページ、共済金対象までの流れを御覧ください。こち

らは、イメージ図としてとらえてください。まず、耕地Ａにつ

きましては、共済金対象外となります。引受収量が７０㎏であ

りますが、収穫量が８０㎏であった場合、引受収量を上回って

いますので、共済金支払対象外となります。また、耕地Ｂにつ

きましては、引受収量よりも２０㎏下回っているため、共済減

収量は２０㎏となりますが、分割減収量、いわゆる肥培管理不

足のペナルティがあったため、共済減収量１０㎏となり、１，

１４０円の支払いとなります。 

 これを基に被害耕地一筆ごとに計算過程を細かく表したのが

諮問事項となります。事項書の A３の用紙、損害評価高のとり

まとめの諮問事項を御覧ください。 

 １から１１までが津です。１２から１６までが美里です。１

７以降がすべて白山となります。特に美里、白山地域で被害の

全部が獣害です。シカによる被害であがっています。  

 ほとんどが発芽不能や収穫皆無ということで重大な被害とな

りました。諮問事項としましては先ほど説明させていただいて

おりますとおりです。 

今後の流れとしましては、今回答申を頂いた後、三重県農業
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共済組合連合会に報告を行い、国の認可後、農家さんには３月

ごろ共済金支払の見込みです。その過程で修正が入ることもご

ざいますので、その際には３月の損害評価会で報告させていた

だきますので、御了承ください。 

 これで説明を終わります。よろしく御審議お願いします。 

宮本会長； 平成２７年産畑作物共済（大豆：一筆方式）の当初評価高

の諮問についての内容は、事務局説明のとおりです。 

このことについて、何か御意見・御質問などありましたら

どうぞ。 

若林委員； ２７年産畑作物共済の一筆で、１番の引受掛金状況で地域

の津、美里、白山の３つが出ていますが、津というのはどう

いう分配になっていますか。 

事務局； 

 

分かりにくくて申し訳ないです。全体でも津ですが、この津

は旧津市で櫛形地区になります。美里は辰水地区、白山は八ツ

山地区で御理解いただけたらと思います。 

若林委員： 参考資料の地区のところで河芸、芸濃、安濃、久居、香良洲

がありますが、どこの地区に入ってますか。 

事務局； 

 

引受集計表の下のところにも入れさせていただきましたが、

久居と河芸と美杉と香良洲の方は加入がございません。 

ですので、こちらの表にはあげさせていただいておりません。 

若林委員： 私のところは安濃町ですが、津市のところに安濃町は入っ

てますか。 

事務局； 

 

安濃町は安濃のところです。津というのは旧津市です。 

合併前の津市という事で御理解いただければと思います。 

後藤榮委員； 皆無の所で獣害になってますが、獣害対策として、電柵と

かしてないんですか。 

事務局； 

 

地域全体でかなり対策しております。 

分割評価の項目で本来していないと分割がかかっていく

のですが、見ていただくと分割理由で獣害というのはほとん

どないと思います。地域全体で柵がしてありますが、それで

も被害が出るという事です。 

宮本会長； 他にございませんか。御意見、御質問がないようですので、
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平成２７年産畑作物共済（大豆：一筆方式）当初評価高の諮

問 に つ い て に 対 す る 答 申 を 、 事 務 局 案 の 諮 問                      

内容どおりとすることに、御賛成の委員の皆さまの挙手を求

めます。 

委員； 挙手 

宮本会長； 挙手多数と認めます。よって、平成２７年産畑作物共済（大

豆：一筆方式）当初評価高の諮問についてに対する答申は、

諮問のとおりとさせていただきます。ありがとうございまし

た。 

 次に、津市農業共済事業共済掛金率家畜共済掛金率及び畑

作物共済掛金率の設定について、津市長より諮問を受けてお

りますことから、これについて御審議をいただきたいと思い

ます。 

 それでは、まず家畜共済掛金率の諮問の内容について、事

務局の説明を求めます。 

事務局； 

 

家畜共済担当の千原と申します。よろしくお願いします。  

それでは、家畜共済危険段階共済掛金率の設定について、説

明させていただきます。 

資料２、１ページを御覧ください。 

こちらについては、概要をまとめたものですので、次ページ

以降で詳しく説明させていただきます。 

２ページを御覧ください。 

まず、家畜共済の概要について、少し申し上げます。 

家畜共済は任意共済であり、津市では乳用牛、肉用牛の農家

が加入しています。そして、被害の対象となる共済事故につい

ては、死廃事故、病傷事故が対象です。  

死廃事故については、死亡事故と廃用事故に区分され、死亡

事故とは共済加入牛が疾病等で死亡した時共済事故となりま

す。また、廃用事故については、共済加入牛が獣医師の判断に

より、すぐに死亡する可能性が高い、もしくはこれ以上診療し

ても治らないと判断されたときは、廃用事故となり、死亡する

前に出荷することが可能ですが、出荷前に死亡した場合は死亡
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事故となります。 

病傷事故については、共済加入牛が通常の管理下において疾

病もしくは受傷し通常の診療をうけた場合共済事故となり、支

払限度額まで無料で診療を受けることができます。ただし、初

診料や診療限度額を超えた診療費は、農家自己負担となります。 

概要としては以上で、続いて市内の引受状況・被害状況です

が、こちらは平成２７年度が現在事業中ですので、平成２６年

度の数字で申し訳ないです。説明につきましては、第１回損害

評価会にて説明しておりますので、割愛させていただきます。  

引受頭数ですが、乳用牛は６６２頭、肉用牛は１，２６９頭

で約２，０００頭弱の牛が共済に入っていただいておりまして、

年間死廃事故は乳用牛４５件、肉用牛５件。病傷事故は９００

件以上という事ですが、乳用牛を見ていただくとかなり事故率

が高くなっております。肉用牛は飼育期間が短くなっており、

事故率が低いことが窺えるかなと思います。 

次の３ページを御覧ください。 

このように多くの共済事故がありますが、当然事故発生の率

は加入農家によってばらつきがあり、被害の大小により農家間

での不公平が生じる可能性があることから、危険段階を設け、

それぞれ共済掛金率を設定することとしております。なお、危

険段階は乳用牛、肉用牛それぞれのすべての農家が加入してい

る乳用成牛、肥育用成牛で設定することとし、その他について

は、加入者が限定されていることから危険段階は設けず、国の

告示である標準率を適用することとしたいと思います。また、

新規加入者についても、過去の実績がないことから標準率を適

用したいと思います。 

次に、平成２４年度から平成２６年度までの事故率を計算し、

それを元に危険段階を設定した案が４番の危険段階別共済掛金

率の設定の項目です。まず①乳用成牛についてですが、死廃事

故については、表のＣの農業者とＤの農業者の間に１０％以上

の危険段階１を設け、ＤとＥの間に８．３％以上、未満、だい

たい標準率位なのですが、そちらで段階を設け３段階でしよう
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と思っております。 

次に国の告示における被害率の基準値の以上、未満でそれぞ

れ危険段階２、３を設けます。危険指数をみていただくと数字

が大きい段階ほど危険度が高いということになります。この表

の中に危険指数とありますが、最も低い危険段階を１．０００

とした場合、それぞれの危険段階がどれくらいの割合になるか

指数で示したものです。したがって、死廃危険段階共済掛金標

準率等を御覧いただくと、危険指数が大きいほど掛金率が高く

なることを示しています。  

病傷事故については、農業者ＡとＢの被害率が高いので、農

業者Ｂと農業者Ｃのあいだに１４％以上の被害率で危険段階１

を設け、次に農業者ＤとＥの間に１３％以上、未満でそれぞれ

危険段階２、３を設けることとしたいと思います。  

次に肥育用成牛ですが、まず死廃事故については、御覧の表

のとおり期間内で被害を出した農業者は２名のみですので、無

被害と被害ありの農家の２段階のみでの設定としたいと思いま

す。 

次に病傷事故については、２名が病傷事故を共済事故の対象

としない事故除外方式での加入であるため、計算対象から除き、

５名で計算を行います。まず、被害率が４％以上ある２名を危

険段階１とし、残り３名のうち、１．８％以上を危険段階２、

それ未満を危険段階３とします。  

５ページ危険段階共済掛金率設定に伴う被害率の範囲を御覧

ください。先ほどから説明してきました内容による対象農家数

の変更です。また、平成２８年度危険段階共済掛金率（案）を

御覧いただきますと、昨年との掛金率の比較しております。標

準率は平成２６年度から平成２８年度適用であるため、昨年と

同じになっております。 

これを踏まえ、６ページ、共済掛金の対前年度比較表を見て

いただきますと、共済金額３０万円あたりの共済掛金は御覧の

とおりとなっております。たとえば、乳用成牛の死廃において、

危険段階１の平成２８年度の農家負担掛金は２１，６４５円で
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すが、危険段階２は１７，１００円、危険段階３は１０，８２

３円で、危険段階１に該当する農家は危険段階３に該当する農

家の約倍の掛金を頂くということになります。  

これらの資料を基に、諮問事項の津市農業共済家畜共済掛金

率（案）を御覧ください。先ほどまでの説明内容に基づき、こ

ちらの内容で諮問させていただきます。 

今後の流れとしましては、今回答申を頂いた後、市議会での

議決を経て、３月末に三重県知事に対し認可申請を行い、認可

後に告示を行い、平成２８年４月１日以降の引受がある農家の

方から適用になります。その過程で修正が入ることもございま

すので、その際には３月の評価会で報告させていただきますの

で、御了承ください。 

以上で説明を終わります。それでは、よろしく御審議のほど

お願いいたします。 

宮本会長；  津市農業共済事業共済掛金率家畜共済掛金率についての内容

は、事務局説明のとおりです。 

 このことについて、何か御意見・御質問などありましたらど

うぞ。 

宮本会長； 御意見、御質問がないようですので、津市農業共済事業共済

掛金率家畜共済掛金率についてに対する答申は、諮問内容どお

りとすることについて、御賛成の委員の皆さまの挙手を求めま

す。 

委員；  挙手 

宮本会長； 挙手多数と認めます。よって、津市農業共済事業共済掛金率 

家畜共済掛金率についてに対する答申は、諮問のとおりとさせ

ていただきます。ありがとうございました。 

 次に、津市農業共済事業共済掛金率畑作物共済掛金率につい

て、津市長より諮問を受けておりますことから、これについて

御審議をいただきたいと思います。 

 諮問の内容について、事務局の説明を求めます。 

事務局： 

 

再び畑作物共済担当の千原です。よろしくお願いします。 

畑作物共済の掛金率について、説明します。資料２、７ペー
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ジを御覧ください。 

こちらも家畜共済と同様に設定の概要をまとめたものです。

詳しくは次のページ以降説明します。  

８ページを御覧ください。畑作物共済につきましては、現在

３９人の方が加入しています。 

加入者はほとんどが認定農業者、集落営農等いわゆる担い手

さんが入っていただいております。水稲や麦の農作物共済との

大きな違いは、当然加入ではないため、作付者で未加入者も存

在します。 

次に２設定の経緯にあるように、従来は、農林水産省から告

示のあった掛金率を用いて、市内一律の掛金率を設定してきま

したが、平成２８年産から掛金率が改定されることになってお

り、先日農林水産省から平成２８年度から３年間の共済掛金率

が告示されました。 

津市としましては、昨今大豆の被害が増加傾向にあり、被害

のない農家と被害が多い農家が混在することから、今回の掛金

率の改定に合わせて危険段階別共済掛金率を導入し、加入農業

者に被害率に合わせて応分の負担を求めたいと思います。 

３市内の引受、被害状況は第１回損害評価会で説明いたしま

したので、この表のとおりです。 

４危険段階設定の意義につきましては、先ほども申し上げま

したが、農業者に応分の負担を求めることで、加入方式毎に５

段階の危険段階標準掛金率を設けます。それが次の９ページの

５危険段階別共済掛金率の設定です。加入農家別の被害率を集

計し、被害率の高い順番に５段階に分類します。危険指数は、

各段階別の危険度を数値化したもので、最低ランクの危険段階

５を１．０００とし、最大２倍までとしたいと思います。 

標準率は、先ほど申し上げました国から告示された率で、一

筆６．２％、半相殺７．０％、全相殺８．９％これが基準の掛

金率となっています。それを元に被害率に応じて５段階に振り

分けます。その結果この表のとおりとなります。なお、新規加

入者は過去実績が無いため、標準率を適用します。  
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実際に農家負担額はどうなるかというところですが、次の１

０ページを御覧ください。 

実際に掛金額がいくらになるかをシミュレーションしたもの

です。共済金額を１００万円と仮定して、いくらかかるのかを

シミュレーションしました。全相殺方式を例にしますと、農家

負担掛金額は、危険段階１で６５，７００円、２で５１，７５

０円、３で３９，６００円、４で３６，０００円、５で３２，

８５０円となります。危険段階１と５の農家では倍の額の掛金

の差となります。 

この資料を基に、本日諮問させていただきますのが、この危

険段階別共済掛金率です。  

諮問事項を御覧ください。 

各引受方式で告示の掛金率が異なりますので、それぞれ掛金

率が異なります。なお、危険段階３の掛金率が標準率に近くな

っているのがわかります。  

今後の流れとしましては、今回答申を頂いた後、市議会での

議決を経て、３月末に三重県知事に対しの認可申請を行い、認

可後に告示を行い、平成２８年産今年の大豆から適用になりま

す。その過程で修正が入ることもございますので、その際には

３月の評価会で報告させていただきますので、御了承ください。 

それではこれで説明を終わります。よろしく御審議をお願いし

ます。 

宮本会長； 津市農業共済事業共済掛金率畑作物共済掛金率についての内

容は、事務局説明のとおりです。 

このことについて、何か御意見・御質問などありましたらど

うぞ。 

野田委員； 久居の野田です。ちょっと教えてください。２点あるんです

けど、共済掛金率の中に一筆、半相殺、全相殺と３本にわかれ

ていますが、これは加入条件があるのかどうか、それともうひ

とつ標準率というのはだいたい３になっているんですが、若干

違うのは何故ですか。 

事務局： まず加入方式で、一筆方式、半相殺、全相殺でございますが、
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 まず一筆方式につきましては水稲と同じ方式です。耕地一筆ご

とに被害申告を出してもらい、その７割補償が一筆方式です。 

半相殺方式というのは、悪い耕地だけを申告してもらい、そ

の耕地の中でならして、支払いをさせてもらうのが半相殺方式

です。最高補償割合８割となります。全相殺方式というのは、

良い耕地も被害をうけた耕地も全部ひとまとめにして、それで

ならしてどれだけ被害を受けたかというのを緩和する方式で

す。こちらは最高補償割合９割となりますので、当然掛金率は

表のとおり一筆方式が一番補償割合が少ないので掛金も一番安

くなります。 

半相殺方式、全相殺方式は補償が高い分掛金も高くなります

が、そのへんは農家の方に判断していただいております。基本

的に全相殺方式というのは農協さんとかに出荷していただい

て、その伝票を見せていただきます。それでどれだけ規格うえ

の物がどれだけ落ちたか計算させていただく方式です。 

農協さんとかに出荷されない農家さんは一筆方式を選択され

る場合があります。 

また、全相殺方式は非常に掛金が高いので、被害があまりで

ない農家さんは逆に被害が少ないので何かの時の為に、一筆方

式にされる方もみえます。 

また単収が少ない方、皆さま平年単収を設定させていただい

てますが、過去５年のうち３年の単収の平均を皆さまさせてい

ただいております。その単収の低い方になりますと全相殺方式

でよそでとれしまうと、その耕地はとれたところとならしてし

まいますので、実際獣害で沢山被害があったとしても出ないば

あいもあります。よその田んぼができて、その収量で悪いとこ

の分もならしてしまいます。 

そのような方については、田んぼ一筆ごとに申告してもらう

一筆方式をとられていることがあります。 

ですので、こちらについては掛金との兼ね合いもございます

ので、農家の方に御判断いただいてます。 

また、若干違うというのは、基本的に計算結果という事でと
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らえていただければと思います。 

なるべく近づける方が良い。たとえば１とか２離れていると、

国からヒアリングも入る事がございますので、なるべく近い方

が良いという事でとらえていただければとおもいます。よろし

くお願いします。 

後藤榮委員； 危険段階の区分で、１，２，３と段階を決めるのは前年度か

ら何年遡って決めるわけですか。 

事務局： 

 

今回初めて導入する事になりまして、過去５年間遡ってさせ

ていただきました。資料の７ページの項目３のところで２２年

度から２６年度の５ヶ年積算しまして平均被害率を算出しまし

た。高い方から順番に割振りさせていただきまして、５段階に

割振りさせていただきました。 

宮本会長； 他にありませんか。 

それでは御意見、御質問がないようですので、津市農業共済

事業共済掛金率畑作物共済掛金率についてに対する答申は、諮

問内容どおりとすることについて、御賛成の委員の皆さまの挙

手を求めます。 

委員； 挙手 

宮本会長； 挙手多数と認めます。よって、津市農業共済事業共済掛金率 

畑作物共済掛金率についてに対する答申は、諮問のとおりとさ

せていただきます。ありがとうございました。 

 次に、その他について事務局よりお願いします。 

板谷室長； 失礼いたします。マイクが使えませんのでなるべく大きな声

でしゃべりたいと思います。皆さまのお手元に配付のチラシを

見ていただきたいと思います。このチラシにつきましては、現

在、２８年産の水稲の作付の申告票を各農家に随時発送してお

るわけですが、各農家につきましても、これと同じチラシを順

次発送しております。このチラシのタイトルを見ていただいた

とおり、「平成２９年４月１日に向け農業共済は、県内１組合化

を検討しています」という内容になっております。何故、現在

１組合化を検討しているかについて、簡単に流れを説明させて

いただきます。現在の三重県内におけます農業共済事業の流れ
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といたしましては、津市を例にとれば、津市農業共済室がござ

います。そして、三重県下の農業共済組合等を取りまとめる、

総括する団体として、三重県農業共済組合連合会というものが

ございます。そして、各都道府県の連合会を取りまとめる機関

といたしまして、国、いわゆる農林水産省の三つとなっており

ます。わかりやすく言えば、市、県、国の３段階の流れで三重

県内の共済事業が行われています。そこで、現在、農林水産省

の考えとしまして、平成２２年の１１月に「農業共済団体等に

おける１県１組合化の取り組みにおける推進について」という

農林水産省経営局長からの通知が全国に通知されております。

この内容といいますのが、国の考え方といたしまして、都道府

県単位の農業共済組合を一つの農業共済組合としなさい、県と

国の２段階制を現在推進されているところでございます。では、

全国の状況はと言いますと、平成２７年１０月末現在におきま

して、既に１県１組合化を終了している県につきましては、東

京都など都府県を含めて２１都府県ございます。さらに、まだ

１組合化までには至っておりませんが１組合化をその県下にお

いて決定しまして、具体的な合併期日を設けて協議を続けてお

る県につきましては、１０の県がございます。これを足します

と既に３１県ぐらいの県が１組合化を終了、もしくは１組合化

に向けて協議を行っているところでございます。三重県におけ

る状況はどうかと言いますと、これを見ていただきましたら、

三重県下の状況としましては、津市を含めまして７つの農業共

済団体がございます。これを統括する三重県農業共済組合連合

会がございます。詳しく説明いたしましたら、北の方に桑員農

業共済組合がございます。これは純粋の組合営の組織でござい

ます。さらに三重県を取りまとめております三重県農業共済組

合連合会、これも組合営の組織となります。残り６つの団体、

津市、それから三泗鈴亀農業共済事務組合、伊賀市・名張市広

域行政事務組合、松阪飯多農業共済事務組合、伊勢地域農業共

済事務組合、東紀州農業共済事務組合、これらの６つにつきま

しては市町村営、いわゆる公営の組織となっております。それ
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で三重県におきましても平成２２年の国からの通知を受けまし

て、平成２３年から県内で協議を続けてきたところでございま

す。最終的に、三重県においても１県１組合化の動きも避けて

は通れない話だとして、現在、平成２９年４月１日の１組合化

に向けて検討を進めております。 

どのように合併をするかと言いますと、三重県下におきまし

ては先ほど説明させていただきましたように、三重県北部の桑

員農業共済組合、これは先ほど申し上げたとおり純粋の組合営

ですので、この純粋の組合営を活かせていただきまして、桑員

農業共済組合さんが三重県下全体を事業の区域とする定款の変

更を行います。他の共済組合がどうなるかと言いますと、構成

団体となる市町からの事務組合としましては解散の手続きをと

らせていただきます。津市につきましては、直営でございます

ので、津市における農業共済事業の廃止の手続きをとらせてい

ただきます。桑員農業共済組合の吸収合併とは違うのかと思わ

れる方もみえるかもわかりませんが、対等ということで、合併

というわけではありませんが、三重県全体の農業共済を作るた

め、桑員農業共済組合さんを利用させていただくこととなりま

す。仮に桑員農業共済組合が純粋の組合営と違い、津市とか松

阪地域、伊勢地域のように各市町村の一部事務組合ばかりと仮

定する場合は、新たに三重県としての農業共済組合を設立する

手続きにはいらなければなりません。これにつきましてはかな

り手続きが煩雑で合併までに年数がかかるとのことですので、

三重県と私ども農業共済団体７つ、三重県農業共済組合連合会

と協議しまして、手続きが一番簡略できる県内唯一の単位共済

組合である桑員さんの定款、共済規程を利用させていただくと

いうことでございます。それで、三重県で一つの組合になりま

すので名称としましては、三重県農業共済組合という名称を予

定しております。津市の農業共済室、及び他の一部事務組合の

事務所はどうなるかということでございますが、予定としまし

て、現在の三重県農業共済組合連合会が津市の桜橋にございま

す。ここを新しい三重県農業共済組合の本所とさせていただき
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ます。そして、現在三重県下にあります津市をはじめとしまし

て、７つの支所を設けて運営を行うことで検討、協議を進めて

おります。合併になってどのように変わるか、農家の皆さんか

らは心配になろうかと思いますが、組織の改革でございますの

で農業災害補償制度自体は変わりませんので、今までどおりの

農業共済制度の種類、及び手続とか評価方法につきましても何

も変わりません。ただ、書類等の提出先、引受先が津市でなく

なって、新しい三重県農業共済組合が直接引受を行う流れとな

っております。今、津市直営でやっておりますけれども、新た

な組合は組合営となります。分かりやすく言いますと、農協さ

んのような組合営となります。桑員さん以外は、津市をはじめ

としまして事務組合形式をとっておりますので、地方公共団体、

働いている人につきましては、地方公務員の位置付けとなって

おります。ただ、新しく三重県農業共済組合としましては、公

の公営ではできないとなっておりますので、組合営となります。

そうしますと私たち津市職員が農業共済事業を行っております

が、新しくなった際には、農業共済を本職とする職員が皆さま

の農業共済事業を引き受けることとなります。ただ、津市につ

きましては全員津市の職員がやっておりますので、いきなり津

市の職員を開設と同時に引き上げますと何も動きませんので、

新しい津市農業共済組合の職員が来ますが、事務引継や津地域

に精通した職員が私どもおりますので、３年間を目途として津

市から津支所へ派遣を予定されております。他の事務組合につ

きましても、各市町から職員の派遣を予定しております。具体

的な人数、派遣方法については、今現在、協議を進めておると

ころでございます。そして、津市直営の場合は予算や審査して

いただきます機関としましては、直接、津市の議会で審議して

おりましたけれども、合併後につきましては、農協さんのよう

に総代会となります。総代制ではどういう方が総代になるのか

と言いましたら、農業共済加入資格者、農家の代表の方が総代

として選出させていただきます。三重県下においてどれだけの

総代、定員ですが、何人必要かということは、まだ具体的に決
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まっておりません。三重県下で総代の総数を協議していただき

ましたら、津地域では何人お願いしますとの形になりまして、

総代会が開催されましたら、津地域の代表として何名か参加し

ていただきまして、新しい組合の運営とか組織について、協議

を重ねていく段取りとなっております。先ほども申し上げまし

たが、農業共済制度自体変わっておりませんので、今までどお

りの書類の書き方、評価の仕方についても変わりませんので、

誤解の無いようにお願いしたいと思います。そして、まだ未知

数で、不確定要素ですが、農業災害補償制度とは別に、新聞等

で読まれているかと思いますが、収入保険方式、収入保険制度

という新たな農業補償制度の導入を検討されているようです。

早ければ平成３０年度に収入保険制度の導入を考えているよう

です。それと並行して、農業災害補償法、制度ですがこれも大

幅に見直しを行うという情報が、三重県農業共済組合連合会か

ら私ども聞かされておる状況でございます。まだ具体的に収入

保険制度がどういうものか、私どもも分かりませんけれども、

収入保険制度と農業災害補償制度の二本立てでやることが検討

されていますので、収入保険制度が導入された時点で、今まで

の農作物共済とか畑作物共済について、農家の皆さんには手続

きがごろっと変わるかもしれません。あくまでも国の制度改正

のもとですので、その改正に向けて、三重県でまとまって新し

い制度に対応できるようにしようということで、平成２９年４

月１日を目途にして１県１組合化を目指しております。具体的

なやり方としまして、７つの農業共済団体がまとまります。そ

の時点ではまだ三重県農業共済組合連合会は残っております。

桑員さんを核としまして三重県下全体の農業共済組合を設立し

ましたら、名称変更を行います。その時点で連合会は残ってお

ります。ただ三重県下全部をエリアとする組合ができた場合、

連合会は解散しなければならないという決まりがございますの

で、解散の手続きを国の方にとります。解散の手続きを終了し

て国の認可を受けて５月１日に１組合と連合会が１つとなり、

その時点で本当の意味で農業共済組合の１県１組合化が完了し
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て、国の言い方で言いますと連合会が最終的に合併した時点で

三重県における農業共済組合の特定化が終了することになりま

す。三重県下全般で検討されておりますので、この場をお借り

しまして経過報告、簡単な説明でございますが、三重県におけ

る農業共済事業の合併の御報告とさせていただきます。よろし

くお願いいたします。 

宮本会長； ただ今の事務局の説明に対し委員の皆さま、何か御意見、御

質問はございませんか。 

池田委員； この共済関係の市役所とか事務局、そういう方から話しをし

てもらわないと我々が全部に、こういう風になるよと言っても

なかなか地域全体に伝わりません。 

自治会長とかそういうところへ文章で回してもらうような方

法をとってもらうとスムーズにいくのではないかと思いますの

でよろしくお願いします。 

板谷室長； １県１組合化に対する農家さんへの周知、これからどうなる

かにつきましては、三重県下で時期を合わせて各農家に配布さ

せていただいております。 

今回だけでなく、これから状況報告も含めて各農家へチラシ

等の配布なども検討しております。また、各地域の農家さんの

集まりとか農業委員会などには極力説明を行っていきたいと思

います。当然、色々な組織がございますのでこちらもどのよう

に各農家に説明というか、知っていただくのが良いか三重県下

及び津地区でも検討しておりますので、極力スムーズな周知徹

底を行いたいと思っておりますのでよろしくお願いします。 

後藤榮委員； 支所になるという事ですが、総代は何人くらいになりますか。 

板谷室長； 決定事項ではございませんが、三重県下でどれだけの総代が

必要かと協議しておる最中でございます。三重県連合会が事務

局となって協議を進めておりますが、三重県全体で４０名程度

という数字は具体的に会議の中で出ております。これはまだ確

定ではございません。 
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後藤榮委員； ４０名ということは津支所に関しては、二人くらいというこ

とですか。地域に対する目の届きが少なくなりませんか。 

板谷室長； 先ほど４０名といいましたが、確定ではございません。 

仮に４０名といたしましたら、今の農業共済団体の事業規模

や農家数を考慮いたしまして各総代の配分が決定されると思い

ます。仮に三重県下４０名で少ないようにみえますけど、推測

で悪いんですけど、５名くらいの割り当てはあるのではないか

と思います。まだ決まっておりませんので申し訳ございません。 

後藤榮委員； あまり少ないと、総代になった人の責務というか絡んでくる

のではないでしょうか。 

板谷室長； はい、確かにそのとおりだと思います。国の指導の中で極力

総代の数は抑えなさいという指導が入っておるようでございま

す。余所の県の事例でいけば、１県１組合化が終わったところ

で言いますと、１００名くらいのところもございます。なぜ１

００名位おるかと言いますと、三重県以外の多くの県につきま

しては組合営の各共済組合が一つの県にまとまったらその時に

各組合毎の総代がおるわけです。三重県で言いましたら７つあ

りますので各２０名の総代がいるとしたら１４０名の総代がで

きるわけです。そういう膨大な人数では駄目だということで国

の指導に基づいて減らしていると聞き及んでいます。 

参考までに三重県の農業共済事業は比較的全国的に例外的な

ところです。三重県におきまして公の組合が６つありますが、

このような県は少ないです。殆どが組合営ばかりの公の経営す

る農業共済団体は殆ど無いのが実例です。公営の組合が存在し

ておるのは、今現在、兵庫県が圧倒的に多いです。兵庫県にお

きましては２６の農業共済公営の組合がございます。 

全国の中で今日現在で公の地方自治体経営の農業共済組合は

４９です。 

その一つが津市です。多い順番にいきますと、兵庫県が２６、

岡山県が９、その次に多いのが三重県です。全国的に非常に珍

しい地域だと思っていただきたいと思います。 

それと、専門的な話しになりますけれど、現在の農業災害補
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償法は基本的に組合営を前提として国が決めておりますので、

そういう意味で農業共済事業につきましては、農家の代表であ

る総代さんを各農家の皆さん自身で組合を作っていただいて運

営をしていただくという方針となっております。三重県直営も

しくは準組合が多かったものでどのように合併を進めていく

か、なかなか先進事例がございませんので、そういう意味で慎

重に進めておるわけです。 

印南委員； 評価会委員と、それにプラス総代がいるのですか。 

板谷室長； 一つの組合になったとしても、このような損害評価会という

のはございます。三重県全体として新しい三重県農業共済組合

としての損害評価会、それを構成する損害評価会委員を三重県

中で集まっていただきまして一つの損害評価会を組織する事に

なります。その中で各農作部会とか、畑作部会とか家畜部会と

かそういう形で各専門部会を設置する予定でございます。 

そして特に水稲とか各地域で実際に現地評価をしていただく

損害評価員さんも基本的に何人になるかは別としてそのまま地

元で引き続き損害評価員として活躍をしていただこうかなとい

うことで協議をしております。 

印南委員； 損害評価会委員にプラスになるわけですね。 

板谷室長； そういうことではございません。総代は総代として、農家の

代表、もしくは津地域の代表として何名かしていただきます。

それとは別に損害評価会委員をお願いすることになります。そ

して各地域におきましてはそれぞれ今までと同じような損害評

価員さんが引き続きやっていただこうかなと考えております。

そういう意味で今、損害評価員の総数につきまして三重県の総

合計の人数をまとめた中で何人以内にするという漠然としたこ

としか今決まっておりません。 

具体的には津地域で損害評価員に出席していただく委員さん

は何名とか各地域の損害評価員さんをどうするのかそういう協

議まで至っておりませんので御了解いただけたらなと思いま

す。 
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印南委員； 現在の委員さんは解散という事ですか。 

板谷室長； 解散という意味ではございません。できるだけスムーズにす

るために再度新しい組合の損害評価会委員さんとして、お願い

する事が多々あるかと思いますのでその辺、御協力お願いした

いと思います。 

後藤修一委

員； 

ちょっとよろしいですか。 

説明の内容が丁寧すぎてなんか分かりにくいんやわ。 

それで要は、この組織が２９年度になったらどうなるのかと

いう事ですわ。これはこのまま継続するという事ですね。 

新しい２９年度の組織は、この中から何人かが総代として送

り出すことになりますよと、こういう事ですね。 

板谷室長； はい、そういうことです。 

後藤修一委

員； 

分かりにくい説明やもんで、どうなんのやと思う方が多いと

思います。 

これはこれで変わらないけど、組織が一本になるということ

ですね。 

板谷室長； そういうことです。申し訳ないです。 

宮本会長； １県１組合化についてはまだ未確定の部分も多いようでござ

いますので、雰囲気というか流れということだけで、次回追加

で説明ができると思います。流れという事だけ御理解いただき

ますようお願いします。他いろいろ御質問もあると思いますけ

ど次回という事でお願いします。 

次回の評価会の日程について事務局お願いします。 

事務局； 

 

次回の評価会の日程につきまして、当初事前にお伝えしたと

おり、３月２５日午前９時半から予定させていただいておりま

す。 

次回は畑作物大豆の協議をお願いする事になります。 

県への報告期限が早まる場合などある事もありますので、３

月の上旬に改めて御通知させていただきます。御出席よろしく

お願いします。以上です。 
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宮本会長； これをもちまして平成２７年度第５回津市農業共済損害評価

会を終了いたします。 

長時間の御協議、ありがとうございました。 

事務局； 

 

委員の皆さま、本日はどうもありがとうございました。 

どうぞお気をつけてお帰り下さい。 

 


